
【表紙】 

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月28日 

【事業年度】 第98期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

【会社名】 三櫻工業株式会社 

【英訳名】 Sanoh Industrial Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  竹田 陽三 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷二丁目３番６号 

【電話番号】 ０３（５７６６）６６４１（代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役常務執行役員グローバル財務管理部長  林 淳二 

【最寄りの連絡場所】 茨城県古河市本町四丁目２番27号 

【電話番号】 ０２８０（３３）１１２１（代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役常務執行役員グローバル財務管理部長  林 淳二 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高は消費税等抜きで表示しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第94期については新株引受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。また、第95期は新株予約権付社債等潜在株式が存在していないため記載し

ておりません。 

３．第95期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 40,592 47,325 48,150 54,582 79,970 

経常利益（百万円） 1,571 2,966 2,883 3,599 2,617 

当期純利益（百万円） 905 1,518 1,603 1,972 1,473 

純資産額（百万円） 26,481 26,097 27,552 29,059 31,561 

総資産額（百万円） 43,275 45,622 47,233 50,210 62,063 

１株当たり純資産額 

（円 銭） 
748 99 737 48 778 95 819 67 864 44 

１株当たり当期純利益金額 

（円 銭） 
25 07 41 39 43 83 54 19 38 92 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円 銭） 
－ － 43 83 54 11 38 80 

自己資本比率（％） 61.19 57.20 58.33 57.87 50.85 

自己資本利益率（％） 3.42 5.82 5.98 6.97 4.86 

株価収益率（倍） 15.96 10.53 14.03 14.25 27.11 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,900 5,178 3,532 3,336 4,216 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
-2,680 -2,586 -2,462 -2,561 -6,157 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
282 -285 -1,312 -652 568 

現金及び現金同等物の 

期末残高（百万円） 
4,257 6,672 6,588 6,694 5,448 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]

（人） 

2,000 

[549] 

2,133 

[839] 

2,284 

[1,009] 

2,402 

[1,423] 

3,613 

[1,809] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高は消費税等抜きで表示しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第94期については新株引受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。また、第95期は新株予約権付社債等潜在株式が存在していないため記載し

ておりません。 

３．第95期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 34,678 40,776 42,709 48,115 52,329 

経常利益（百万円） 1,500 2,862 2,553 2,857 3,253 

当期純利益（百万円） 862 1,401 1,595 1,685 2,753 

資本金（百万円） 3,041 3,041 3,041 3,041 3,481 

発行済株式総数（千株） 36,212 36,212 36,212 36,212 37,112 

純資産額（百万円） 26,151 26,328 28,201 29,536 32,849 

総資産額（百万円） 38,113 40,104 42,599 45,960 50,968 

１株当たり純資産額 

（円 銭） 
739 64 744 01 797 33 833 15 899 79 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円 銭） 

10 00 

(５ 00) 

10 00 

(５ 00) 

11 00 

(５ 00) 

13 50 

(６ 50) 

14 00 

(７ 00) 

１株当たり当期純利益金額 

（円 銭） 
23 86 38 07 43 60 46 04 74 14 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円 銭） 
－ － 43 59 45 98 73 91 

自己資本比率（％） 68.61 65.65 66.20 64.26 64.45 

自己資本利益率（％） 3.30 5.32 5.85 5.84 8.83 

株価収益率（倍） 16.76 11.45 14.11 16.77 14.23 

配当性向（％） 41.9 25.2 24.4 28.3 18.3 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

836 

[344] 

834 

[520] 

825 

[605] 

871 

[818] 

908 

[952] 



２【沿革】 

昭和14年３月 東京都港区に大宮航空工業株式会社設立 

埼玉県大宮市（現・さいたま市）に大宮製作所を建設 航空機機体部品を製造 

昭和17年12月 茨城県古河市に古河製作所建設 

昭和20年９月 竹田産業株式会社に商号変更 機械器具製造販売 

昭和27年３月 三櫻工業株式会社に商号変更 

昭和31年８月 小型モーターを製造 

昭和36年10月 株式を東京証券取引所に上場（市場第二部） 

昭和43年７月 滋賀県甲賀郡甲南町（現・甲賀市）に滋賀工場建設 

昭和44年３月 株式会社三田製作所（現・フルトンプロダクツ工業株式会社）（現・連結子会社）設立 

昭和45年３月 中部三櫻株式会社（現・連結子会社 平成16年９月解散決議）設立 

昭和51年10月 福岡県嘉穂郡頴田町（現・飯塚市）に九州工場建設 

昭和54年９月 インドネシアにＰ．Ｔ．サンオーインドネシア（現・連結子会社）設立 

昭和55年７月 フィリピンにサンオーフルトン（フィリピンズ）インコーポレーテッド設立 

昭和55年11月 米国にサンオーマニュファクチュアリングコーポレーション（現・連結子会社）設立 

昭和57年10月 埼玉県北埼玉郡北川辺町に埼玉工場建設 

昭和60年６月 マレーシアにユナイテッドサンオーインダストリーズＳＤＮ．ＢＨＤ．設立 

昭和61年６月 米国にハイセンインコーポレーテッド（現・連結子会社）設立 

平成元年１月 クイックコネクター製造開始 

平成２年６月 タイにエイブルサンオーインダストリーズカンパニーリミテッド（現・エイブルサンオーインダ

ストリーズ（1996）カンパニーリミテッド）（現・連結子会社）設立 

平成２年８月 メキシコにサンオーインダストリアル デ メキシコＳ．Ａ．ＤＥ Ｃ．Ｖ．（現・連結子会

社）設立 

平成２年９月 マルチプロダクツ工業株式会社（現・連結子会社）設立 

平成２年12月 中国三桜株式会社（現・連結子会社）設立 

平成３年５月 英国にブリストルベンディングサンオーリミテッド設立 

平成５年６月 ＥＣＤ三桜株式会社（現・株式会社サンオーコミュニケーションズ）（現・連結子会社）設立 

平成５年12月 茨城県古河市に本店移転 

平成９年３月 タイにエイブルサニットインダストリーズ（現・連結子会社）設立 

平成９年４月 インドにＳＴＩサンオーインディアリミテッド（現・連結子会社）設立 

平成９年12月 米国にサンオーオボニックパワーシステムズコーポレーション設立 

平成10年８月 株式会社サンオーシステムソリューションズ（現・株式会社エス・エス・エス）（現・連結子会

社）設立 

平成10年12月 東京証券取引所の市場第一部に指定 

平成11年４月 中国に広州三櫻制管有限公司（現・連結子会社）設立 

平成11年12月 中国に上海三櫻機械製造有限公司（現・連結子会社）設立 

平成11年12月 ドイツにサンオーヨーロッパ GmbH（現・連結子会社）設立 

平成12年８月 タイにサンオーインダストリーズ（タイランド）カンパニーリミテッド（現・連結子会社）設立 

平成13年１月 フランスにサンオーヨーロッパ（フランス）EURL（現・連結子会社）設立 

平成15年７月 米国にサンオーエムティーシーインコーポレーテッド設立 

平成16年２月 中国に三櫻（無錫）汽車部件有限公司設立 

平成17年４月 中国に上海三櫻汽車管路有限公司設立 

平成17年10月 中国に三櫻（武漢）汽車部件有限公司設立 

平成17年10月 東京都渋谷区に本店移転 



３【事業の内容】 

 当社グループは、三櫻工業株式会社（以下当社という）及び子会社26社、関連会社３社により構成されておりま

す。当社グループが営んでいる主な事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置付けは、次のとおりであり

ます。 

(1）自動車部品事業……スチールチューブ（二重巻鋼管、一重巻鋼管）をはじめ各種チューブの応用加工製品 

 当社が自動車部品の製造・販売を行っているほか、国内における関係会社フルトンプロダクツ工業株式会社他３

社は、当社より各種チューブの供給を受け自動車用配管部品の製造を行い、当社へ納入しております。また、国外

における関係会社Ｐ．Ｔ．サンオーインドネシア他14社は、商社経由等で当社よりスチールチューブを輸入し自動

車用配管部品を製造し、現地にて販売をしております。 

 自動車シートベルト用バックル、ショルダーアジャスターは、当社が製造・販売を行っています。 

(2）電器部品事業……スチールチューブの応用加工製品 

 当社が電器部品の製造・販売を行っているほか、国外における関係会社Ｐ．Ｔ．サンオーインドネシア他２社

は、商社経由等で当社よりスチールチューブを輸入し電器部品を製造し、現地にて販売をしております。なお、国

外における関係会社サンオーマニュファクチュアリングコーポレーションは、当社及び現地においてスチールチュ

ーブを購入し、同社の子会社であるサンオーマニュファクチュアリング デ メキシコＳ．Ａ．ＤＥ Ｃ．Ｖ．に

おいて電器部品を製造し、現地にて販売をしております。 

(3）設備その他事業……設備等の販売 

 当社が、関係会社に対して、内部製作の加工機械を販売しております。 



 以上の当社グループについて図示すると次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注）１．ハイセン インコーポレーテッドが提出会社の連結子会社になったことに伴い、ハイセン インコーポレ 

 ーテッドの子会社であるハイセン オブ カナダ及びハイセン ドゥ ブラジルも連結子会社となってお 

 ります。 

    ２．フルトンプロダクツ工業㈱及びハイセン インコーポレーテッドは特定子会社に該当します。 

    ３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有割
合又は被所有割
合(%) 

関係内容 

フルトンプロダクツ工業

㈱ 
茨城県古河市 261 自動車部品事業 100.0 

当社製品の表面処理及び自

動車部品を製造 

  

サンオーマニュファクチ

ュアリング 

コーポレーション 

アメリカ合衆国 

カリフォルニア州 

サンディエゴ市 

千米ドル 

1,400 
電器部品事業 90.0 

電器部品を製造し北米 

にて販売 

役員の兼任あり 

サンオーインダストリア

ル デ メキシコS. A. DE 

 C. V. 

メキシコ合衆国 

アグアスカリエンテス州 

アグアスカリエンテス市 

千メキシコ

ペソ 

193,759 

自動車部品事業 92.9 
自動車部品を製造し販売 

役員の兼任あり 

ハイセン インコーポレ

ーテッド 

アメリカ合衆国 

オハイオ州 

フィンレイ市 

 千米ドル 

13,000 
自動車部品事業 

100.0 

(－) 

自動車部品を製造し販売 

役員の兼任あり 

 ハイセン オブ カナダ 

カナダ 

オンタリオ州 

オレンジビル市 

 千米ドル 

53 
自動車部品事業 

100.0 

(100.0) 
自動車部品を製造し販売 

 ハイセン ドゥ 

 ブラジル 

ブラジル連邦共和国 

サンパウロ州 

アメリカーナ市 

 千レアル 

600 
自動車部品事業 

100.0 

(100.0) 
自動車部品を製造し販売 

エイブルサンオーインダ

ストリーズ（1996）カン

パニーリミテッド 

タイ 

アユタヤ市 

千バーツ 

117,700 
自動車部品事業 51.0 

自動車部品を製造し販売 

役員の兼任あり 

ＳＴＩサンオーインディ

アリミテッド 

インド共和国マディヤ・

プラデーシュ州デワス市 

千ルピー 

276,000 

自動車部品事業 

電器部品事業 
56.5 

自動車部品及び電器部品を

製造し販売 

役員の兼任あり 

その他 12社      



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人数を外数で記載しております。 

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ1,211名増加していますが、その主な理由は、持分法適用会社であった

ハイセン インコーポレーテッド及び同社の子会社２社を連結範囲に含めたことによるものです。  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与（税込額）は基準外賃金及び賞与が含まれております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は三櫻工業労働組合と称し、昭和22年12月12日労働組合法によって設立され、上部団体の全トヨ

タ労働組合連合会に加盟しております。部課長、秘書、人事経理担当、試用者及びパートタイマーを除く従業員を

もって構成し、組合員696人（平成18年３月末現在）の単一組合組織であります。 

 当社と組合の間は労働協約にもとづき円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

自動車部品事業 2,286 (1,682) 

電器部品事業 46 (4) 

設備その他事業 57 (4) 

全社(共通) 1,224 (119) 

合計 3,613 (1,809) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

908 (952) 39歳０ヵ月 16年２ヵ月 5,765,867 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度の国内経済は、原油価格や原材料価格の高騰が続きましたものの、企業収益の改善や民間設備投資

の増加等により拡大基調で推移いたしました。一方、海外におきましては、米国経済は個人消費や設備投資が堅調に

推移いたしました。欧州経済は、概ね回復基調で推移し、アジア経済につきましては、中国を中心として消費や輸出

の増加により拡大基調で推移いたしました。 

 このような環境のなか、当社グループは主力製品である自動車・輸送用機器用配管製品ならびに自動車用樹脂製品

の新規受注、受注拡大に取り組むとともに、国内外の子会社・関連会社との企業ネットワークを使った受注活動を展

開いたしました。 

 海外では、当社グループの米州事業の再編・強化および効率化を図ることを目的に、1986年に米国オハイオ州に設

立した合弁会社ハイセン インコーポレーテッドの発行済株式を全て取得し100％子会社としました。同社は主に日系

自動車メーカーに対して、燃料およびブレーキ系配管製品の供給をしており、北米における当社グループの中核とし

て経営基盤の強化を図ってまいります。また、世界各拠点における最適供給体制の更なる整備および、その能力の一

層の強化に加え、新たな地域での生産拠点の設置等を目的として、本田技研工業株式会社を割当先とした第三者割当

増資を実施いたしました。 

 当期の経営成績は、ハイセン インコーポレーテッド子会社化により、売上高は、前連結会計年度比46.5％増加し

799億70百万円となりました。しかしながら、経常利益は、ハイセン インコーポレーテッドの赤字の影響を受け、前

連結会計年度比27.3％減少し26億17百万円、当期純利益は、前連結会計年度比25.3％減少し14億73百万円となりまし

た。 

 製品別では、主力製品である各種チューブおよび各種自動車向け製品全般について売上げが前年に比べて増加いた

しました。特に車輌配管製品（ブレーキ・燃料配管用等）やエンジンシステム向けのブレージング製品（燃料噴射

用、冷却水循環用、オイル冷却用等）が前年に比べて大幅に増加いたしました。樹脂製品（クイックコネクター、ナ

イロンチューブ、マルチレイヤーチューブ等）、環境規制対策向け製品（フューエル・インジェクションレール）に

つきましても、それぞれ前年と比べて売上を伸ばしました。 

  所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ① 日本 

   売上高は、前期と横ばいの454億22百万円となりました。営業利益については、原価低減等に取り組みました 

  ものの8.2％減少し、27億８百万円となりました。 

 ② 北米・中南米 

   売上高は、ハイセン インコーポレーテッドの子会社化により前連結会計年度比741.4％増加し269億52百万円 

  となりましたが、営業損失は前連結会計年度より増加し、10億94百万円となりました。 

 ③ その他 

   売上高は、中国、アセアンの好調により前連結会計年度比27.8％増加し75億97百万円となりました。営業 

  利益については、増収に伴う利益の増加や原価低減などにより14.9％増加し、７億99百万円となりました。 



(2）キャッシュフロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ、営業活動により42億16百万円増加、投資

活動により61億57百万円減少、財務活動により５億68百万円増加などの結果、当連結会計年度末は54億48百万円（前

連結会計年度末比12億46百万円減）となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュフロー） 

 当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、主力製品である自動車・輸送用機器用配管製品ならびに

自動車用樹脂製品の新規受注、受注拡大に取り組んだ結果、税金等調整前当期純利益が37億83百万円（前連結会計年

度比４億２百万円増）となったことおよび減価償却費が32億45百万円（同７億18百万円増）、売上債権・たな卸資産

の増加による資金減が31億４百万円（同５億３百万円増）、仕入債務の増加による資金増が16億43百万円（同11億58

百万円増）、法人税等の支払が14億72百万円（同36百万円減）等により、42億16百万円（同８億80百万円増）となり

ました。 

 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

 当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、自動車部品事業を中心とした有形固定資産の取得による

支出が50億34百万円（前連結会計年度比21億84百万円増）、ハイセン インコーポレーテッドの子会社化等に伴う投

資有価証券の取得による支出が26億77百万円（同22億58百万円増）、投資有価証券の売却による収入が15億４百万円

（同８億73百万円増）等により、61億57百万円（同35億96百万円増）となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

 当連結会計年度において財務活動により得られた資金は、第三者割当による新株式の発行により８億79百万円（前

連結会計年度比８億79百万円増）、借入金が１億78百万円（同３億79百万円増）、配当金の支払額が４億96百万円

（同55百万円増）等により、５億68百万円（同12億19百万円増）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売金額によっており、セグメント間の内部振替後の数値によっております。  

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

 （注）１．前連結会計年度において、日産自動車株式会社への販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満の 

 ため記載を省略しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 78,280 149.6 

電器部品事業（百万円） 1,012 94.6 

設備その他事業（百万円） 1,187 86.2 

合計（百万円） 80,479 146.9 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 81,375 155.0 15,910 129.2 

電器部品事業 1,003 93.5 84 86.6 

設備その他事業 1,187 83.1 250 103.7 

合計 83,565 151.9 16,244 128.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 77,775 149.1 

電器部品事業（百万円） 1,017 94.7 

設備その他事業（百万円） 1,178 87.5 

合計（百万円） 79,970 146.5 

相手先 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

本田技研工業株式会社 11,369 20.8 21,718 27.2 

日産自動車株式会社 － － 9,685 12.1 



３【対処すべき課題】 

 国内経済は、引き続き企業収益の改善や民間設備投資の増加など景気の回復・拡大基調が持続することが見込まれ

ます。また、海外では、原油高や為替動向等の不透明な要因を抱えており、当社グループを取り巻く環境は予断を許

さぬ状況が続くものと思われます。 

 このような環境のなか、当社グループは新技術への挑戦を経営基盤におき、グローバルＣＳの確立を目指し、国内

においては、主力のスチールチューブ関連事業はもとより、樹脂製品を主とした事業につきましても重点的展開を行

います。また、今後更に加速させる米州、アジア、中国、欧州でのグローバル事業展開を迅速に推進する体制の構

築、ファクトリー改革、地球温暖化防止を目指した省エネルギー対策、生産性を重視した更に働きやすい環境整備等

についても、長期的視野に立って取り組んでまいります。海外におきましては、北米事業の強化に取り組むととも

に、アジア地区につきましては、中国における事業の展開ならびに収益力強化に向けた施策を実行し、海外拠点の強

化を図り、相互供給・相互補完を含めた生産性向上・原価低減活動を展開し、三桜グループとして一層の業績向上を

目指してまいる所存であります。 

４【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年6月28日）現在において、当社グループ

が判断したものであります。 

 

（１） 経済的状況 

  当社グループは 日本、米州、アジア、欧州と事業をグローバルに展開しております。そのため、当社グループが

製品を販売している国または地域の経済状況の変動により業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２） 為替レートの変動  

   当社グループの連結売上高に対する海外売上高の割合は、平成17年3月期で27.5％、平成18年3月期で46.8％を占

めております。そのため、為替レートの変動は当社グループの業績および財務状況に影響を与える可能性がありま

す。 

   連結財務諸表の作成において、海外各地域の売上、費用、資産等の各項目は円換算されているため、外貨建取引

の円換算額は為替レートにより変動し、当社グループの業績および財務状況に影響を与える可能性があります。 

 

（３） 退職給付債務 

   当社グループは日本の会計基準に従い退職給付債務を処理しております。数理計算上で設定される割引率や年金

資産の期待収益率等は、実際の結果に基づいて変更される可能性および年金資産の運用環境悪化等により数理計算上

の差異が発生する可能性があります。これらの割引率、期待収益率等の低下および運用環境などの悪化は、当社グル

ープの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（４） 製品の欠陥 

   当社グループは、国内および海外各地域の工場で、世界的に認められた品質管理基準に従って製造を行っており

ますが、将来に渡り全ての製品において欠陥やリコールが発生しないという保証はありません。大規模なリコールや

製造物責任賠償につながるような製品の欠陥は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

（５）地震等の災害による影響 

  当社グループは地震等の災害により生産設備が損傷、損失しないよう対策を講じております。しかし、その対応

には限界があり、地震等の災害の発生により生産設備に重大な影響を及ぼすことがあるかもしれず、このような場

合、生産が著しく低下する可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動はグローバルレベルでの環境規制、安全規制に関して社会的課題に対応すべく省エ

ネ、高精度、高品質に沿って継続して進めております。 

 特に環境規制対応として、鉛・水銀・カドミウム・６価クロム廃止に伴い、代替え材料を用いた製品および次世代

表面処理を開発し既に量産開始しており、今後、海外拠点への技術移転を加速させていきます。安全規制対応として

は、衝突安全機構部品であるエアーバック用配管ならびにプリテンショナー用配管を特殊製造技術を用いて量産化し

ております。 

 自動車部品事業に関しては、従来のスチールチューブの要素技術開発および応用製品開発はもちろん、軽量化対応

として樹脂チューブ、アルミチューブ、ステンレスパイプその他軽量素材を駆使した新製品開発を行っております。

さらに、燃費向上・ローエミッション車対応製品として、フューエルインジェクションレール、ＥＧＲパイプの生産

および超高圧燃料噴射管の開発ならびに、今後加速される燃料電池車、ハイブリッド車の配管および継ぎ手開発も進

めております。また、次世代の高性能なＮｉＭＨバッテリーの開発も継続して行っております。 

 新製品のあらゆる環境条件での耐久性・信頼性試験を行うにあたり、高性能な各種分析装置・評価設備および環境

負荷物質の測定器等を充実させ、さらにシミュレーション技術を強化するため、各種解析用ソフトを導入しておりま

す。 

 電器部品事業に関しては、スチールチューブを応用したリサイクル対応製品の開発を継続して行っております。 

 設備その他事業に関しては、汎用化・ロボット化とスピードアップにより内製設備の生産性向上と製造プロセス革

新を行い、製造部門の改革に取り組んでおります。 

 当連結会計年度の研究開発費の総額は16億00百万円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状態の分析 

 当連結会計年度においては、ハイセン インコーポレーテッドおよび同社の子会社２社の連結子会社を新たに連結

の範囲に含めたことが財政状態全般に影響しております。 

 当連結会計年度末における総資産は620億63百万円となり、前連結会計年度末と比べて118億53百万円増加しま 

した。 

 流動資産については、303億45百万円となり、前連結会計年度末と比べて70億18百万円増加しました。これは、主

に前述の新規連結子会社３社の増加などにより、受取手形及び売掛金が35億60百万円、たな卸資産が32億29百万円、

それぞれ増加したことによるものです。 

 固定資産については、317億17百万円となり、前連結会計年度末と比べて48億35百万円増加しました。これは有形

固定資産において前述の新規連結子会社３社の保有分が加わったことなどにより42億92百万円増加したこと、無形固

定資産において子会社株式の取得に伴う連結調整勘定５億64百万円を計上したことなどによるものです。 

 流動負債は、221億62百万円となり、前連結会計年度末と比べて90億８百万円増加しました。これは、主に前述の

新規連結子会社３社の増加などにより、支払手形及び買掛金が36億81百万円、短期借入金が30億34百万円、未払金が

12億70百万円、それぞれ増加したことによるものです。 

 固定負債は、72億75百万円となり、前連結会計年度末と比べて１億16百万円増加しました。増加の主な要因は、長

期借入金が１億25百万円増加したことによるものです。 

 資本の合計は、315億61百万円となり、前連結会計年度末と比べて25億２百万円増加しました。増加の主な要因

は、第三者割当により資本金４億40百万円増加および資本剰余金４億75百万円増加、当期純利益14億73百万円、配当

金の支払４億96百万円等により利益剰余金が9億18百万円増加、為替換算調整勘定が４億69百万円増加したことによ

るものです。 

 

（２）キャッシュフローの分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物は営業活動により42億16百万円増加、投資活動により61億57百万円減

少、財務活動により５億68百万円増加などの結果、当連結会計年度末は54億48百万円となりました。 

 営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益が37億83百万円、減価償却費が32億45百万円、法人税等

の支払が14億72百万円の他、売上債権・たな卸資産の増加による資金減、仕入債務の増加等により、42億16百万円と

なりました。 

 投資活動により使用した資金は、有形固定資産の取得による支出が50億34百万円、投資有価証券の取得による支出

が26億77百万円、投資有価証券の売却による収入15億４百万円あったこと等により、61億57百万円となりました。 

 財務活動により得られた資金は、第三者割当による新株式の発行による収入が８億79百万円、短期借入金の増加に

よる収入が３億44百万円、長期借入金の減少による支出が１億66百万円、配当金の支払が４億96百万円あったこと等

により、５億68百万円となりました。 

 ＜キャッシュフロー指標＞ 

    （注） 株主資本比率:株主資本／総資産 

     時価ベースの株主資本比率:株式時価総額／総資産 

     ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しています。 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

株 主 資 本 比 率 57.9% 50.9% 

時価ベースの株主資本比率 55.7% 63.1% 



（３）経営成績の分析 

 当連結会計年度の売上高は、米州・アジアなどで増加し、前連結会計年度と比べて46.5％増加し799億70百万円と

なりました。 

 営業利益においては、生産性の向上と原価低減などを行いましたが、北米の収益悪化の影響により、前連結会計年

度と比べて33.2％減少し24億13百万円となりました。 

 営業外損益においては、前連結会計年度と比べて受取配当金が55百万円および本邦および中南米を中心に発生した

為替差益２億77百万円が増加しましたが、短期借入金および長期借入金の増加に伴う支払利息が１億51百万円増加し

ました。 

この結果、経常利益は前連結会計年度と比べて27.3％減少し26億17百万円となりました。 

 特別損益においては、11億66百万円の利益を計上しています。これは主に投資有価証券の売却により12億84百万円

の利益を計上し、固定資産の売除却損益で91百万円の損失を計上したことによるものです。 

この結果、法人税・住民税及び事業税、法人税等調整額を差し引き後の当期純利益は前連結会計年度と比べて25.3％

減少し14億73百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社はグループの設備投資等は生産性向上・新製品開発整備を中心に行い、投資額は49億48百万円であります。 

内訳は自動車部品事業で44億37百万円、電器部品事業で89百万円、設備その他事業で4億22百万円であります。 

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員 
(人) 

建物及び 
構築物 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

古河事業所 

(茨城県古河市) 

自動車部品 

電器部品 

設備その他 

営業活動 

自動車部品 

電器部品 

製造設備 

1,478 5,361 
301 

(100,446)
530 7,669 

656 

(568)

埼玉事業所 

(埼玉県北埼玉郡 

北川辺町) 

自動車部品 
自動車部品 

製造設備 
204 640 

316 

(33,570)
67 1,227 

87 

(147)

滋賀事業所 

(滋賀県甲賀市) 
自動車部品 

自動車部品 

製造設備 
120 485 

288 

(26,659)
71 963 

68 

(195)

九州事業所 

(福岡県飯塚市) 
自動車部品 

自動車部品 

製造設備 
101 406 

130 

(37,594)
19 656 

69 

(39)

古河オフィス 

(茨城県古河市) 
会社統括業務 統括業務施設 464 13 

1,040 

(2,342)
22 1,539 

28 

(3)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員 
(人) 

建物及び 
構築物 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

フルトンプ

ロダクツ工

業㈱ 

本社工場 

（茨城県古河

市） 

自動車部品 

統括業務施設

自動車部品 

製造設備 

256 860 
352 

(14,124)
48 1,516 

90 

(114)

中国三桜㈱ 

本社工場 

（広島県賀茂郡

黒瀬町） 

自動車部品 

統括業務施設

自動車部品 

製造設備 

49 － 
110 

(5,185)
1 160 

20 

(107)

㈱エス・エ

ス・エス 

本社 

（東京都渋谷

区） 

設備その他 本店社屋 417 － 
410 

(204)
0 826 

16 

(0)



(3）在外子会社 

  （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

  なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当連結会計年度の平均人数を外数で記載して 

  おります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定には提出会社にて、必要な検討を行って

おります。なお、当連結会計年度において重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員 
(人) 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

サンオーマ

ニュファク

チュアリン

グコーポレ

ーション 

本社工場（ア

メリカ合衆国

カリフォルニ

ア州サンディ

エゴ市） 

電器部品 

統括業務施設 

電器部品 

製造設備 

3 183 －  4 189 
47 

(0)

サンオーイ

ンダストリ

アルデメキ

シコS.A. 

DE C.V 

本社工場（メ

キシコ合衆国

アグアスカリ

エンテス州ア

グアスカリエ

ンテス市） 

自動車部品 

統括業務施設 

自動車部品 

製造設備 

205 632 
10 

(19,200)
54 901 

245 

(8)

ハイセン 

インコーポ

レーテッド 

本社工場（ア

メリカ合衆国

オハイオ州フ

ィンレイ市） 

自動車部品 

統括業務施設 

自動車部品 

製造設備 

340 1,829 
17 

(46,956)
－ 2,187 

1,091 

(56)

ハイセン 

オブ カナ

ダ 

本社工場（オ

ンタリオ州オ

レンジビル

市） 

自動車部品 

統括業務施設 

自動車部品 

製造設備 

287 60 
70 

(32,330)
－ 416 

112 

(13)

ＳＴＩサン

オーインデ

ィアリミテ

ッド 

デワス工場他

（インド マデ

ィヤ・プラデ

ーシュ州） 

自動車部品 

電器部品 

統括業務施設 

自動車部品 

電器部品 

製造設備 

41 725 
6 

(56,450)
19 791 

297 

(196)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

    

②【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 144,848,000 

計 144,848,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月28日) 

上場証券取引所
名又は登録証券
業協会名 

内容 

普通株式 37,112,000 同左  
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 37,112,000 同左  － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年６月27日定時株主総会決議 

 （注）平成18年２月24日付第三者割当増資に伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額を調整しております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 70 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注） 508 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年８月１日 

至 平成18年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） （注） 

発行価格  508 

資本組入額 254 
同左 

新株予約権の行使の条件 ・新株予約権者は、新株予約権

の行使時において、当社の取締

役又は執行役員であることを要

する。ただし、取締役又は執行

役員が任期満了により退任もし

くは定年退職した場合にはこの

限りでない。 

・新株予約権の行使に際して払

い込みをすべき金額の年間の合

計額は、1,200万円を超えるこ

とができない。 

・新株予約権１個を最低行使単

位とし新株予約権の分割行使は

認めない。 

・新株予約権の質入れ及び相続

は認めない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには 

取締役会の承認を要する。 
同左 



②平成15年６月26日定時株主総会決議 

 （注）平成18年２月24日付第三者割当増資に伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を 

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額を調整しております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 174 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 174,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注） 616 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） （注） 

発行価格  616 

資本組入額 308 
同左 

新株予約権の行使の条件 ・新株予約権者は、新株予約権

の行使時において、当社の取締

役、執行役員又は従業員のいず

れかの地位を保有していること

を要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年による退職の場

合には、この限りでない。 

・新株予約権の質入れ、その他

の処分及び相続は、これを認め

ない。 

・新株予約権に関するその他の

条件については、第95期定時株

主総会決議及び取締役会決議に

基づき、当社と対象者の間で締

結する新株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには 

取締役会の承認を要する。 
同左 



③平成16年６月25日定時株主総会決議 

 （注）平成18年２月24日付第三者割当増資に伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を 

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額を調整しております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 3,896 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 389,600 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注） 809 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月１日 

至 平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） （注） 

発行価格  809 

資本組入額 405 
同左 

新株予約権の行使の条件 ・新株予約権者は、新株予約権

の行使時において、当社及び当

子会社の取締役、監査役、執行

役員、従業員、顧問及び社外コ

ンサルタントのいずれかの地位

を保有していることを要する。

ただし、取締役、監査役、執行

役員及び従業員の任期満了によ

る退任、定年による退職の場合

にはこの限りでない。 

・新株予約権の質入れ、その他

の処分及び相続は、これを認め

ない。 

・新株予約権に関するその他の

条件については、第96期定時株

主総会決議及び取締役会決議に

基づき、当社と対象者の間で締

結する新株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには 

取締役会の承認を要する。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 第三者割当  発行価格 977円  資本組入額 489円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式672,096株は「個人その他」に6,720単元及び「単元未満株式の状況」に96株含めて記載して 

  おります。 

  なお、自己株式672,096株は株主名簿上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有株式数は 

  670,096株であります。  

    ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式数であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成18年２月24日 900,000 37,112,000 440 3,481 439 2,969 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 41 30 88 48 1 8,497 8,705 － 

所有株式数

（単元） 
－ 79,383 1,678 132,852 24,818 1 132,151 370,882 23,800 

所有株式数の

割合（％） 
－ 21.41 0.45 35.82 6.69 0.00 35.63 100.0 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 2,997 8.08 

三洋電機株式会社 大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号 2,555 6.89 

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１番１号 2,000 5.39 

神鋼商事株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目６番17号 1,612 4.35 

有限会社竹田コーポレーション 東京都世田谷区代沢１丁目29－10 1,500 4.04 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,419 3.82 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,308 3.53 

株式会社常陽銀行(常任代理人 日本マス

タートラスト信託銀行株式会社） 

茨城県水戸市南町２丁目５番５号 

（東京都港区浜松町２丁目11-3） 
1,243 3.35 

竹田 と志 東京都世田谷区代沢１丁目29－10 1,070 2.88 

クレディエットバンク エスエイ ルク

センブルジョワーズ シリウス ファン

ド ジャパン オパチュニティズ サブ 

ファンド（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済業務室） 

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）  
944 2.54 

計  16,651 44.87 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が2,000株（議決権の数 

    20個）あります。 

    なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    670,000 － － 

完全議決権株式（その他）（注） 普通株式  36,418,200 364,182 － 

単元未満株式 普通株式      23,800 － － 

発行済株式総数 37,112,000 － － 

総株主の議決権 － 364,182 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三櫻工業株式会社 
東京都渋谷区渋谷 

二丁目３番６号 
670,000 － 670,000 1.81 

計 － 670,000 － 670,000 1.81 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

①（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 （注） 東京証券取引所における当社株式普通取引の、新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立 

しない日を除く）における終値平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、 

その価額が発行日の終値の価額を下回る場合は、当該終値の価額とする。 

なお、株式分割又は時価を下回る価額で新株を発行する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整 

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  ８名 

当社執行役員 ５名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 
既発行株式数 ＋ 

新発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
分割・新株発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数 



②（平成15年６月26日定時株主総会決議） 

 （注） 東京証券取引所における当社株式普通取引の、新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立 

しない日を除く）における終値平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、 

その価額が発行日の終値の価額を下回る場合は、当該終値の価額とする。 

なお、株式分割又は時価を下回る価額で新株を発行する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整 

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成15年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役  ９名 

当社執行役員 ７名 

当社従業員  196名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

        
既発行株式数 ＋ 

新発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割・新株発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数 



③（平成16年６月25日定時株主総会決議） 

 （注） 東京証券取引所における当社株式普通取引の、新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立 

しない日を除く）における終値平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、 

その価額が発行日の終値の価額を下回る場合は、当該終値の価額とする。 

なお、株式分割又は時価を下回る価額で新株を発行する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整 

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成16年６月25日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役     10名 

当社監査役     ３名 

当社執行役員    ５名 

当社従業員     304名 

当社顧問      ２名 

当社子会社の取締役 ３名 

社外コンサルタント ２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

        
既発行株式数 ＋ 

新発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割・新株発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は「持続的な成長を実現し株主の皆様の利益を確保すること」を重要な経営方針のひとつとして位置づけてお

り、利益配分につきましては、株主の皆様への継続的な配当を基本に業績及び配当性向等を総合的に勘案しておりま

す。内部留保につきましては、企業体質の充実・強化をはかるとともに、長期戦略に基づく投資への資金とする方針

であります。 

 上記の考えに基づき、当期の利益配当金は、前期と同額の７円といたしました。年間配当金では、中間配当金７円

と合わせて14円といたしました。 

 なお、第98期の中間配当についての取締役会決議は平成17年11月22日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 549 479 630 800 1,224 

最低（円） 320 355 421 506 715 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 885 939 1,224 1,196 1,125 1,084 

最低（円） 826 868 878 983 928 925 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

代表取締役 

Ｃ.Ｅ.Ｏ. 

兼Ｃ.Ｏ.Ｏ. 
竹田 陽三 昭和24年２月４日生 

昭和53年３月 当社入社 

昭和56年７月 生産本部開発技術部長 

昭和58年６月 取締役 

昭和62年６月 常務取締役 

平成３年６月 専務取締役 

平成７年６月 取締役社長（代表取締役）

至現在 

平成12年７月 Ｃ．Ｅ．Ｏ．至現在 

平成17年７月 Ｃ．Ｏ．Ｏ．至現在 

102 

取締役副社長 専務執行役員 早坂 喜則 昭和24年５月４日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成７年７月 滋賀工場長 

平成９年６月 取締役 

平成12年６月 常務取締役 

同  年７月 常務執行役員 

平成13年７月 専務執行役員至現在

平成18年６月 取締役副社長至現在

30 

常務取締役 専務執行役員 原田 隆一郎 昭和30年10月12日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成11年１月 パワーシステム事業部長

平成12年６月 取締役 

同  年７月 常務執行役員 

平成17年１月 専務執行役員至現在 

同  年６月 常務取締役至現在 

10 

取締役 執行役員 篠原 利幸 昭和31年11月14日生 

昭和55年４月 日産自動車株式会社入社

平成12年７月 同社退社 

同  年９月 当社入社 

平成13年１月 経営企画調査グループ長

同  年７月 執行役員 

平成14年６月 取締役至現在 

同  年７月 常務執行役員 

平成18年１月 執行役員至現在 

184 

取締役 常務執行役員 林 淳二 昭和22年２月24日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成12年４月 財務・経理部長 

平成13年７月 執行役員 

平成16年１月 常務執行役員至現在

同  年６月 取締役至現在 

22 

取締役 常務執行役員 干田 憲治 昭和30年２月18日生 

昭和53年４月 当社入社 

平成14年１月 経営企画部長 

平成16年１月 執行役員 

平成17年６月 取締役至現在 

平成17年７月 常務執行役員至現在

8 

 取締役   佐藤 房夫 昭和23年９月15日生 

昭和46年４月 三井物産株式会社入社 

平成14年９月 同社退職 

平成17年９月 当社入社 

平成18年１月 グローバルマーケティング

本部副本部長至現在 

同  年６月 取締役至現在 

1 

 



 （注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しています。 

２．取締役森脇亞人は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役春名孝昭及び清水知彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４．当社は、執行役員制度を導入しており、取締役を兼務しない執行役員は以下のとおりであります。 

  専務執行役員     早川 敞二 

  執行役員       篠原 和夫、北澤 章平、田中 紀行、細島 孝、倉持 弘、 

             阿部 剛、篠原 良幸、水上 正彦、新川 智也、産屋敷 和生 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

 取締役   箭波  進 昭和22年３月23日生 

昭和44年11月 当社入社 

平成13年７月 執行役員 

平成18年１月 グローバルマーケティング

本部カスタマーサービス部

担当部長至現在 

同  年６月 取締役至現在 

10 

社外取締役  森脇 亞人 昭和18年９月10日生 

昭和42年４月 株式会社神戸製鋼所入社 

平成８年６月 同社取締役 

平成11年６月 同社常務執行役員 

同  年10月 コベルコ建機株式会社取締役 

社長 

平成14年６月 株式会社神戸製鋼所取締役副社

長 

平成16年６月 神鋼商事株式会社取締役社長 

至現在 

平成18年６月 当社取締役至現在 

－ 

常勤監査役  後藤 武 昭和15年11月23日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成７年１月 古河工場ＳＴ造管部長

平成10年６月 常勤監査役至現在 

6 

常勤監査役  小松 隆 昭和19年10月１日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成16年１月 グローバルマーケティング本部

グローバルマーケティング部営

業企画グループ長 

同  年６月 常勤監査役至現在 

5 

社外監査役 

(非常勤) 
 春名 孝昭 昭和36年11月14日生 

昭和60年５月 社団法人神田青色申告会入社

昭和61年３月 同会退職 

平成３年５月 税理士登録至現在 

平成17年６月 当社監査役至現在 

－ 

社外監査役 

(非常勤) 
 清水 知彦 昭和36年１月13日生 

平成４年４月 第一東京弁護士会登録至現在

同  年４月 成和共同法律事務所入所 

平成９年８月 Winthrop Stimson, Putnam  

& Roberts法律事務所勤務 

平成14年２月 清水国際法律事務所所長至 

現在 

平成15年４月 中央大学講師至現在 

平成18年６月 当社監査役至現在  

－ 

    計 378 



なお、平成18年７月１日より新たに以下の体制になる予定であります。 

 (取締役兼務執行役員) 

  Ｃ．Ｅ．Ｏ．     竹田 陽三 

  副社長執行役員    早坂 喜則 

  専務執行役員     原田 隆一郎 

  常務執行役員     干田 憲治、林 淳二 

  執行役員       篠原 利幸、佐藤 房夫 

 (執行役員) 

  執行役員       篠原 和夫、北澤 章平、田中 紀行、須永 泰夫、細島 孝、 

             倉持 弘、阿部 剛、篠原 良幸、水上 正彦、新川 智也 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を長期安定的な株主価値向上のための最重要課題と捉え、 

 株主の皆様や取引先、地域社会、従業員等の各ステークホルダーと良好な関係を築き、経営の効率性、信頼 

 性を更に高め、グローバル企業として競争力の強化に取り組んでおります。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 ①会社の機関の内容 

   当社は、監査役制度を採用しております。監査役は、取締役会及びその他の重要な会議に出席するほか、 

  当社の業務や財務状況の調査及び監査を実施し、取締役会の職務執行を監督しております。 

   また、当社では平成12年６月より、取締役の任期を１年にするとともに、執行役員制度を導入し、経営 

  の効率化、経営責任の明確化を図るための施策を講じてきました。執行役員制度は、取締役の一部が執行 

  役員を兼務し、経営の意思が直接業務執行に反映できる仕組みにしております。 

   取締役は、取締役会において、全体的な観点から十分な議論を経て意思決定を行い、また、経営の効率 

  化を図るために執行役員に権限を委譲するとともに、業務執行を監督し、経営監視機能の強化を図ってお 

  ります。 

   さらに、当社は、取締役、監査役、執行役員が出席する役員会議を毎月１回開催するとともに、グロー 

  バル・オペレーションズ・コミッティを設置し、グループ経営状況を的確に把握し、必要に応じて事業に 

  対する支援や施策を展開しています。 

   なお、有価証券報告書提出日現在の役員体制は、監査役４名（うち２名が社外監査役）、取締役９名（ 

  うち１名が社外取締役）、執行役員17名（うち６名が取締役兼務）であります。 

  

 ②コーポレート・ガバナンス体制及び内部統制の仕組み 



 ③内部統制システム整備の状況 

   当社は、法令の遵守、損失の危機管理及び適正かつ効率的な業務の執行等を目的として「内部統制シス 

  テム構築の基本方針」を策定しております。その項目は下記のとおりです。 

    (a) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

    (b) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

    (c) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制 

    (d) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    (e) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    (f) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

    (g) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

    (h) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

    (i) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

    (j) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  

 ④内部監査及び監査役監査の状況 

   監査役会は、監査の方針等を決定し、各監査役から監査状況等の報告を受け協議を行っています。各監 

  査役が行っている具体的な監査の方法としては、取締役会および各プロジェクト会議等への出席、取締役 

  等からの報告の聴取、重要な決裁書類の閲覧、各事業所、営業所、子会社への往査および社内各部門への 

  ヒアリング等を通じた経営状況の把握などがあげられます。また、会計監査人とは、必要に応じて情報、 

  意見の交換を行うなど連携を深め、監査の実効性と効率性の向上をはかっております。 

   さらに、当社グループの企業集団としての業務の適正と効率性を確保するために、グローバルで各地域 

  ごとに事業に責任を負う取締役並びに執行役員を任命し、グループ企業各社の管理を行うとともに、ＩＴ 

  を活用して迅速、かつ、効率的なレビュー、取締役、監査役を派遣し業務執行の監視・監査を行っており 

  ます。 

  

 ⑤会計監査の状況 

   当社は、会計監査人として、至誠監査法人を選任しております。当事業年度において当社の会計監査業 

  務を執行した公認会計士は、至誠監査法人に所属する能見孟俊（継続監査年数45年）、吉村智明であり、 

  また、当社の会計監査業務に関わる補助者は、公認会計士３名およびその他４名を主たる構成要員として 

  おります。    

  

 ⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

   当社と当社の社外取締役および社外監査役の間には、特別な利害関係はありません。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

  当社では、取締役会及びその他の重要な会議に、代表取締役社長、各業務担当取締役、執行役員及び経営 

 幹部から、業務執行にかかわる重要な情報の報告が定期的になされており、全社的な危機が発生した場合は、 

 全社対策本部及び現地対策本部を設置し、相互に連携して対応する体制をとっております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

  取締役の年間報酬額  82百万円（うち社外取締役 １百万円） 

  監査役の年間報酬額  14百万円 

  

(4) 監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  14百万円 

  上記以外の業務に基づく報酬              －百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。 

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下 

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につい

て、至誠監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   6,834   5,588  

２．受取手形及び売掛金    12,033   15,592  

３．たな卸資産   3,395   6,624  

４．繰延税金資産   326   432  

５．その他の流動資産   740   2,109  

流動資産合計   23,328 46.5  30,345 48.9 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※３       

１．建物及び構築物   9,370   10,880  

２．機械装置及び運搬具   28,404   35,530  

３．工具器具備品   4,061   4,614  

４．土地   3,144   3,268  

５．建設仮勘定   1,107   1,364  

減価償却累計額   -28,516   -33,794  

有形固定資産合計   17,570 35.0  21,862 35.2 

(2）無形固定資産        

１．連結調整勘定   31   584  

２．その他の無形固定資産   13   11  

無形固定資産合計   45 0.1  595 1.0 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※１  7,362   7,374  

２．長期貸付金   －   4  

３．繰延税金資産   1,449   1,433  

４．その他の投資その他
の資産 

  456   449  

投資その他の資産合計   9,267 18.5  9,260 14.9 

固定資産合計   26,882 53.5  31,717 51.1 

Ⅲ 繰延資産   1 0.0  1 0.0 

資産合計   50,210 100.0  62,063 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金    8,545   12,226  

２．短期借入金 ※３  1,123   4,156  

３．未払金   1,282   2,553  

４．未払法人税等   816   1,336  

５．未払消費税等   136   69  

６．賞与引当金   556   606  

７．その他の流動負債   695   1,216  

流動負債合計   13,153 26.2  22,162 35.7 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※３  878   1,003  

２．退職給付引当金   6,025   6,049  

３．役員退職引当金   256   222  

固定負債合計   7,159 14.3  7,275 11.7 

負債合計   20,313 40.5  29,437 47.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   839 1.7  1,066 1.7 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  3,041 6.1  3,481 5.6 

Ⅱ 資本剰余金   2,543 5.1  3,018 4.9 

Ⅲ 利益剰余金   22,777 45.4  23,695 38.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  2,307 4.6  2,447 3.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定   -1,301 -2.6  -832 -1.3 

Ⅵ 自己株式 ※５  -308 -0.6  -249 -0.4 

資本合計   29,059 57.9  31,561 50.9 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  50,210 100.0  62,063 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   54,582 100.0  79,970 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３  45,912 84.1  70,816 88.6 

売上総利益   8,670 15.9  9,154 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,3  5,056 9.3  6,741 8.4 

営業利益   3,613 6.6  2,413 3.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  5   2   

２．受取配当金  67   122   

３．為替差益  －   277   

４．持分法による投資利益  9   －   

５．雑収入  122 203 0.4 111 512 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  136   287   

２．為替差損  61   －   

３．雑損失  21 218 0.4 21 308 0.4 

経常利益   3,599 6.6  2,617 3.3 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※５ 2   18   

２．投資有価証券売却益  395   1,284   

３．その他  － 398 0.7 2 1,304 1.6 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※４ 3   0   

２．固定資産除却損 ※２ 125   109   

３．投資有価証券評価損  469   －   

４．その他  19 615 1.1 29 138 0.2 

税金等調整前当期純利
益 

  3,381 6.2  3,783 4.7 

法人税、住民税及び 
事業税 

 1,596   2,224   

法人税等調整額  -365 1,231 2.3 -136 2,088 2.6 

少数株主利益   178 0.3  222 0.3 

当期純利益   1,972 3.6  1,473 1.8 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,530  2,543 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．増資による新株の発行  －  439  

２．自己株式処分差益  13 13 36 475 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   2,543  3,018 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   21,303  22,777 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,972 1,972 1,473 1,473 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  441  496  

２．役員賞与      

(1）取締役賞与金  52  55  

(2）監査役賞与金  4 497 4 555 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   22,777  23,695 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  3,381 3,783 

減価償却費  2,527 3,245 

連結調整勘定償却額  11 152 

持分法による投資利益  -9 － 

有形固定資産売却益  -2 -18 

投資有価証券売却益  -395 -1,284 

有形固定資産除却損  125 109 

投資有価証券評価損  469 － 

退職給付引当金の増減額  324 24 

受取利息及び受取配当金  -72 -124 

支払利息  136 287 

売上債権の増減額  -2,183 -1,414 

たな卸資産の増減額  -418 -1,690 

仕入債務の増減額  485 1,643 

その他  483 1,141 

小計  4,861 5,856 

利息及び配当金の受取額  110 123 

利息の支払額  -128 -292 

法人税等の支払額  -1,508 -1,472 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 3,336 4,216 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

有形固定資産の取得によ
る支出 

 -2,851 -5,034 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 69 46 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 -418 -2,677 

投資有価証券の売却等に
よる収入 

 630 1,504 

その他  8 4 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 -2,561 -6,157 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

短期借入れの純増減額  -172 344 

長期借入れによる収入  95 65 

長期借入金の返済によ
る支出 

 -124 -231 

親会社による配当金の 
支払額 

 -441 -496 

株式の発行による収入  － 879 

自己株式の取得及び 
売却 

 40 96 

その他  -50 -90 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 -652 568 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 -17 60 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 106 -1,314 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 6,588 6,694 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及
び現金同等物の期首残高 

 － 68 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 6,694 5,448 

    



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社 

 フルトンプロダクツ工業㈱他16社 

連結子会社 

 フルトンプロダクツ工業㈱他19社 
  なお、中部三櫻（株）は、平成16年９

月30日開催の臨時株主総会において解散

する旨決議し、清算中であります。 

 なお、中部三櫻（株）は、平成16年９

月30日開催の臨時株主総会において解散

する旨決議し、清算中であります。 

 また、持分法適用会社であったハイセ

ン インコーポレーテッドは、当社が同

社株式を追加取得し、当連結会計期間か

ら同社及び同社の子会社２社を持分法適

用範囲から除外し連結の範囲に含めまし

た。 
 非連結子会社 

 サンオーエムティーシーインコーポー

レーテッド他３社 

非連結子会社 

 サンオーエムティーシーインコーポー

レーテッド他５社 
 （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 
  非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

同左 

２．持分法の適用に関する 

 事項 

持分法適用会社 

関連会社 

持分法適用会社 

 関連会社 
  ハイセン インコーポレーテッド他２

社 

 ────── 

  なお、適用外の非連結子会社４社（サ

ンオーエムティーシーインコーポーレー

テッド他３社）及び関連会社３社（サン

オーフルトン(フィリピンズ)他２社）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

 なお、適用外の非連結子会社６社（サ

ンオーエムティーシーインコーポーレー

テッド他５社）及び関連会社３社（サン

オーフルトン(フィリピンズ)他２社）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度 

 等に関する事項 

 連結子会社のうちサンオー マニュフ

ァクチュアリング コーポレーション、

サンオー インダストリアル デ メキ

シコＳ.Ａ.ＤＥ Ｃ.Ｖ.、 エイブル サ

ンオー インダストリーズ（1996）、 

Ｐ.Ｔ.サンオーインドネシア、エイブル

 サニット インダストリーズ、広州三

櫻制管有限公司、上海三櫻機械製造有限

公司、サンオー ヨーロッパGmbh、サン

オー ヨーロッパ（フランス）EURL及び

サンオーインダストリーズ（タイラン

ド）の決算日は、12月31日であります。 

  

  

  

 連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうちサンオー マニュフ

ァクチュアリング コーポレーション、

サンオー インダストリアル デ メキ

シコＳ.Ａ.ＤＥ Ｃ.Ｖ.、 エイブル サ

ンオー インダストリーズ（1996）、 

Ｐ.Ｔ.サンオーインドネシア、エイブル

 サニット インダストリーズ、広州三

櫻制管有限公司、上海三櫻機械製造有限

公司、サンオー ヨーロッパGmbh、サン

オー ヨーロッパ（フランス）EURL、サ

ンオーインダストリーズ（タイラン

ド）、ハイセン インコーポレーテッ

ド、ハイセン オブ カナダ及びハイセ

ン ドゥ ブラジルの決算日は、12月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する 

 事項 

  

(1）重要な資産の評価基準 

 及び評価方法 

  

イ 有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算出) 

同左 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

ロ たな卸資産 製品及び仕掛品 

 総平均法による原価法 

原材料及び貯蔵品 

 移動平均法による原価法 

製品及び仕掛品 

同左 

原材料及び貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の 

 減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法 

 なお、在外連結子会社は定額法を採用

しております。 

有形固定資産 

同左 

  ただし、当社及び国内連結子会社は、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次の通りであり

ます。 

建物及び構築物   ５～50年 

機械装置及び運搬具 ２～14年 

工具器具備品    ２～15年 

  

  

  

  

  

 無形固定資産 無形固定資産 

  定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しています。 

同左 

(3）繰延資産の処理方法  サンオー インダストリアル デ メキ

シコＳ.Ａ.ＤＥ Ｃ.Ｖ.においては、開業

費を繰延資産に計上し、10年間で均等償却

しております。また、広州三櫻制管有限公

司及び上海三櫻機械製造有限公司において

は、開業費を繰延資産に計上し、５年間で

均等償却しております。 

────── 

 サンオー インダストリアル デ メキ

シコＳ.Ａ.ＤＥ Ｃ.Ｖ.においては、開業

費を繰延資産に計上し、10年間で均等償却

しております。 

  

  

  

 新株発行費は、支出時に全額費用処理し

ております。 

(4）引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

同左 

 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

  従業員の賞与支出に備えて、賞与支給

見込額の当連結会計年度負担額を計上し

ております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。なお、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。 

同左 

 ④ 役員退職引当金 ④ 役員退職引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

同左 

(5）重要な外貨建の資産 

 又は負債の本邦通貨 

 への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は為替予約の振当

処理をしたものを除き、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債並びに収益及

び費用は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

同左 

(6）重要なリース取引の 

 処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、振当処理を 

 行っております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

   為替予約 

  ・ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権 

③ヘッジ方針 

 社内規定に基づき、外貨建取引に 

 伴う為替変動リスクを一定の範囲 

 内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、振当処理を 

 行っておりますので、有効性の評 

 価を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8）その他連結財務諸表 

 作成のための重要な 

 事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び 

 負債の評価に関する 

 事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては全面時価評価法を採用していま

す。ただし、支配獲得日における評価差

額及び連結調整勘定を適切に見積もるこ

とができない連結子会社については時価

評価を行っておりません。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に 

 関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却によっております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱 

 いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分にもとづいて作成し

ております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フ 

 ロー計算書における 

 資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．外形標準課税 

当連結会計年度から「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び

資本割62百万円を販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 ────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは下記の

通りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは下記の

通りであります。 

投資有価証券 2,083百万円 投資有価証券 1,877百万円

 ２．連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対す

る保証債務は下記の通りであります。 

 ２．連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対す

る保証債務は下記の通りであります。 

ハイセンインコーポレーテッ

ド 

   967百万円 

(9,000千米ドル)

従業員  4百万円 

計    970百万円 

三櫻（無錫）汽車部件有限公

司 

      176百万円 

(12,000千元)

従業員   5百万円 

計       181百万円 

なお、外貨建の保証債務は、決算時の為替相場で

円換算しており、その外貨額は（ ）内に記載し

ております。 

なお、外貨建の保証債務は、決算時の為替相場で

円換算しており、その外貨額は（ ）内に記載し

ております。 

※３．担保に供している資産並びに担保付債務は次の通

りであります。 

※３．担保に供している資産並びに担保付債務は次の通

りであります。 

担保資産  

建物 
   165百万円 

(76百万円)

機械及び装置 
   655百万円 

(0百万円)

土地 
   136百万円 

(2百万円)

合計 
     957百万円 

(78百万円)

担保付債務  

短期借入金 
  12百万円 

(－  )

長期借入金 
   433百万円 

(－  )

合計 
  445百万円 

(－  )

担保資産  

建物 
      159百万円 

(71百万円)

機械及び装置 
      669百万円 

(0百万円)

土地 
      136百万円 

(2百万円)

合計 
        965百万円 

(73百万円)

担保付債務  

短期借入金 
    12百万円 

(－  )

長期借入金 
      413百万円 

(－  )

合計 
     425百万円 

(－  )

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該

債務を示しております。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該

債務を示しております。 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式36,212,000株

であります。 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式37,112,000株

であります。 

※５．当社が保有する自己株式の数は、普通株式832,124

株であります。 

※５．当社が保有する自己株式の数は、普通株式670,096

株であります。 

──────  ６．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 
当座貸越極度額 500百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 500百万円



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは下記

の通りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは下記

の通りであります。 

運送費 1,610百万円

従業員給料賞与 1,116百万円

技術研究費 721百万円

退職給付費用 124百万円

運送費 1,690百万円

従業員給料賞与 1,838百万円

技術研究費 872百万円

退職給付費用 98百万円

※２．固定資産除却損の内訳は下記の通りであります。 ※２．固定資産除却損の内訳は下記の通りであります。 

機械装置及び運搬具 118百万円

工具器具備品他 7百万円

計 125百万円

機械装置及び運搬具 75百万円

建物他 34百万円

計 109百万円

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

     1,340百万円      1,600百万円 

※４．固定資産売却損の内訳は下記の通りであります。 ※４．固定資産売却損の内訳は下記の通りであります。 

機械装置及び運搬具 3百万円

計 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

計 0百万円

※５．固定資産売却益の内訳は下記の通りであります。 ※５．固定資産売却益の内訳は下記の通りであります。 

工具器具備品 2百万円

計 2百万円

機械装置及び運搬具 14百万円

土地他 4百万円

計 18百万円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係。 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係。 

(平成17年３月31日現在） (平成18年３月31日現在）  

現金及び預金勘定 6,834百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金 
-141百万円

現金及び現金同等物 6,694百万円

現金及び預金勘定 5,588百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金 
-141百万円

現金及び現金同等物 5,448百万円

  (2)株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したハイセンインコー

ポレーテッドおよび同社の子会社２社の連結開始時

の資産および負債の内訳は次のとおりであります。 

流動資産  5,056百万円

固定資産 2,295百万円

 資産合計 7,351百万円

流動負債 5,367百万円

固定負債 0百万円

 負債合計 5,367百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

128 39 89 

工具器具備品 566 425 141 

無形固定資産 47 30 17 

合計 741 494 247 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

150 54 96 

工具器具備品 330 187 143 

無形固定資産 41 15 26 

合計 521 255 266 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 88百万円

１年超 168百万円

合計 256百万円

１年内 90百万円

１年超 183百万円

合計 273百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 144百万円

減価償却費相当額 137百万円

支払利息相当額 8百万円

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 100百万円

支払利息相当額 7百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

 (減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

  

  

  



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当期中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当期中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えるもの 

(1）株式 1,236 5,153 3,917 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 

630 395 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 126 

 種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えるもの 

(1）株式 1,165 5,318 4,153 

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えないもの 

(1）株式 55 52 -3 

合計 1,220 5,370 4,150 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 

1,504 1,284 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 127 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

金制度を設けております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 （注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

    ２．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1）退職給付債務（百万円） -14,622 -15,133 

(2）年金資産（百万円） 6,820 7,987 

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2)（百万円） -7,802 -7,146 

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 2,012 2,302 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） -235 -1,205 

(6）退職給付引当金 (3)＋(4)＋(5)（百万円） -6,025 -6,049 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用（百万円） 907 696 

(1）勤務費用（百万円） 457 359 

(2）利息費用（百万円） 419 400 

(3）期待運用収益（減算）（百万円） -200 -204 

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 265 288 

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） -34 -146 



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（税効果会計関係） 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1）割引率（％） 3.00 2.50 

(2）期待運用収益率（％） 3.00 3.00 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10 

  

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌

期から費用処理することと

しています。） 

（同左） 

(5）過去勤務債務の額の処理年数（年） 10 10 

  

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、費

用処理しています。） 

（同左） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金限度超過額 2,400

賞与引当金限度超過額 225

繰越欠損金 141

役員退職引当金 104

未払事業税 61

未実現棚卸資産売却益 39

未実現固定資産売却益 84

投資有価証券評価損 190

その他 124

繰延税金資産小計 3,368

繰延税金負債 （百万円）

固定資産圧縮積立金 18

特別償却準備金 10

その他有価証券評価差額金 1,565

繰延税金負債小計 1,593

繰延税金資産の純額 1,775

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金限度超過額 2,446

賞与引当金限度超過額 245

繰越欠損金 178

役員退職引当金 90

未払事業税 101

未実現棚卸資産売却益 86

未実現固定資産売却益 100

投資有価証券評価損 190

その他 113

繰延税金資産小計 3,548

繰延税金負債 （百万円）

固定資産圧縮積立金 18

特別償却準備金 4

その他有価証券評価差額金 1,661

繰延税金負債小計 1,683

繰延税金資産の純額 1,865

 当連結会計年度における繰延税金資産の純額は 

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 当連結会計年度における繰延税金資産の純額は 

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

当連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

流動資産－繰延税金資産（百万円） 326

固定資産－繰延税金資産（百万円） 1,449

流動資産－繰延税金資産（百万円） 432

固定資産－繰延税金資産（百万円） 1,433

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

 （％）

法定実効税率 40.43

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
-1.57

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.93

試験研究費税額控除 -2.83

その他 -0.55

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.41

 （％）

法定実効税率 40.43

（調整）  

海外子会社の繰延税金資産取崩し 7.63

欠損金子会社の未認識税務利益 4.69

試験研究費税額控除 -2.32

その他 4.77

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.20



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米・中南米…アメリカ・メキシコ・ブラジル 

(2）その他…アジア・ヨーロッパ地域 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,428百万円であり、その主なものは、親会社の

長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 自動車分野の売上高、営業利益及び資産の金額は、全

セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であ

るため、記載を省略しております。 

同左 

 

 
日本 
(百万円) 

北米 
中南米 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結計 
（百万円） 

Ⅰ 売上高および営業損益       

 売上高       

 (1）外部顧客に対する売上高 45,436 3,203 5,943 54,582 － 54,582 

 
(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
11,553 115 444 12,112 -12,112 － 

 計 56,989 3,318 6,388 66,694 -12,112 54,582 

 営業費用 54,039 3,349 5,692 63,081 -12,112 50,969 

 
営業利益 

(又は営業損失) 
2,950 -32 695 3,613 － 3,613 

Ⅱ 資産 42,099 2,587 4,707 49,393 818 50,210 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米・中南米…アメリカ・メキシコ・ブラジル 

(2）その他…アジア・ヨーロッパ地域 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,496百万円であり、その主なものは、親会社の

長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

【海外売上高】 

 

 
日本 
(百万円) 

北米 
中南米 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結計 
（百万円） 

Ⅰ 売上高および営業損益       

 売上高       

 (1）外部顧客に対する売上高 45,422 26,952 7,597 79,970 － 79,970 

 
(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
15,488 5,869 760 22,117 -22,117 － 

 計 60,910 32,820 8,357 102,087 -22,117 79,970 

 営業費用 58,202 33,914 7,558 99,674 -22,117 77,557 

 
営業利益 

(又は営業損失) 
2,708 -1,094 799 2,413 － 2,413 

Ⅱ 資産 43,427 12,183 5,444 61,055 1,008 62,063 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 
北米・ 
中南米 

その他 計  
北米・ 
中南米 

その他 計 

Ⅰ 海外売上高

(百万円) 
6,597 8,393 14,990 

Ⅰ 海外売上高

(百万円) 
27,100 10,346 37,445 

Ⅱ 連結売上高

(百万円) 
－ － 54,582 

Ⅱ 連結売上高

(百万円) 
－ － 79,970 

Ⅲ 海外売上

高の連結

売上高に

占める割

合（％） 

12.1 15.4 27.5 

Ⅲ 海外売上

高の連結

売上高に

占める割

合（％） 

33.9 12.9 46.8 

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しておりま

す。 

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しておりま

す。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであり

ます。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであり

ます。 

(1）北米・中南米 (1）北米・中南米 

…アメリカ・メキシコ・ブラジル …アメリカ・メキシコ・ブラジル 

(2）その他 (2）その他 

…アジア・ヨーロッパ地域 …アジア・ヨーロッパ地域 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の

国又は地域における売上高であります。 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の

国又は地域における売上高であります。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注１） 社外取締役杉本宏之が神鋼商事（株）の代表者（現・相談役）として行った取引であり、価格等は一般的な

取引条件によっております。 

 （注２） 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(2）子会社等 

 （注１） ハイセン インコーポレーテッドの銀行借入（967百万円、期限１年）につき債務保証を行った 

ものであります。 

 （注２） 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 氏名 住所 

資本金 

又は出資

金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 

杉本 

宏之 
ー ー 当社社外 

取締役 

神鋼商事(株） 

相談役 

（被所有）

－ 

ー 
ー 

当社製品の

販売 
895 売掛金 133 

     
材料の仕入

れ 
2,014 買掛金 761 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 
又は出資
金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

ハイセ

ンイン

コーポ

レーテ

ッド 

アメリ

カオハ

イオ州

フィン

レイ市 

3,000千 

米ドル 

自動車部品

の製造販売 

（所有） 

直接50％ 

兼任 

３人 

当社製

品の販

売先 

当社製品の

販売 
2,625 売掛金 1,111 

     
保証債務 

(注１) 
967 － － 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

     該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円 銭） 819 67 864 44 

１株当たり当期純利益（円 銭） 54 19 38 92 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円 銭） 

54 11 38 80 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,972 1,473 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 59 59 

（うち利益処分による役員賞与金） (59) (59) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,913 1,414 

期中平均株式数（千株） 35,308 36,339 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） － － 

普通株式増加数（千株） 53 113 

（うち転換社債） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成17年４月19日開催の取締役会において、平

成16年６月25日開催の第96期定時株主総会決議に基づき、

平成17年４月27日を発行日として新株予約権を発行いたし

ました。その内容は、第４［提出会社の状況］１［株式等

の状況］(2)［新株予約権等の状況］③平成16年６月25日

定時株主総会決議及び(7)［ストックオプション制度の内

容］③(平成16年６月25日定時株主総会決議)に記載のとお

りであります。 

────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、期末の利率及び残高による加重平均利率であります。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで 

あります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,123 4,156 4.7 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 878 1,003 8.6 平成 20年～ 22年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 2,000 5,160 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 124 165 714 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   5,708   4,108  

２．受取手形    574   630  

３．売掛金 ※１  10,604   11,663  

４．製品   669   1,083  

５．原材料   158   191  

６．仕掛品   1,119   1,483  

７．貯蔵品   71   86  

８．前渡金 ※１  38   54  

９．前払費用   23   28  

10．繰延税金資産   260   319  

11．未収入金 ※１  470   521  

12．その他   149   100  

流動資産合計   19,844 43.2  20,265 39.8 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※２       

１．建物  6,456   6,575   

減価償却累計額  4,135 2,321  4,311 2,265  

２．構築物  538   541   

減価償却累計額  426 112  438 103  

３．機械及び装置  22,406   23,729   

減価償却累計額  16,257 6,149  16,854 6,875  

４．車輌及び運搬具  188   188   

減価償却累計額  155 33  158 30  

５．工具器具及び備品  3,307   3,679   

減価償却累計額  2,784 524  2,970 708  

６．土地   2,058   2,075  

７．建設仮勘定   956   901  

有形固定資産合計   12,153 26.4  12,956 25.4 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   1   1  

２．その他   1   1  

無形固定資産合計   3 0.0  2 0.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   5,279   5,497  

２．関係会社株式   6,526   10,191  

３．出資金   62   50  

４．従業員長期貸付金   －   4  

５．関係会社長期貸付金   550   538  

６．長期前払費用   0   0  

７．繰延税金資産   1,154   1,090  

８．差入保証金   16   17  

９．退職給与引当特定 
資産 

※３  373   358  

投資その他の資産合計   13,961 30.4  17,745 34.8 

固定資産合計   26,117 56.8  30,703 60.2 

資産合計   45,960 100.0  50,968 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形    968   1,050  

２．買掛金 ※１  6,348   7,305  

３．未払金    921   868  

４．未払法人税等   669   1,174  

５．未払消費税等   117   55  

６．未払費用   248   271  

７．預り金   54   51  

８．賞与引当金   502   553  

９．設備関係支払手形   465   672  

10．その他   22   11  

流動負債合計   10,316 22.4  12,010 23.6 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   5,857   5,893  

２．役員退職引当金   252   216  

固定負債合計   6,109 13.3  6,109 12.0 

負債合計   16,425 35.7  18,119 35.6 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  3,041 6.6  3,481 6.8 

Ⅱ 資本剰余金        

(1）資本準備金  2,530   2,969   

(2）その他資本剰余金  13   49   

資本剰余金合計   2,543 5.5  3,018 5.9 

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金  760   760   

(2）任意積立金        

１．品質保証積立金  100   100   

２．固定資産圧縮積立金  26   26   

３．特別償却準備金  25   15   

４．別途積立金  19,051   20,151   

(3）当期未処分利益  1,991   3,099   

利益剰余金合計   21,953 47.8  24,152 47.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  2,307 5.0  2,447 4.8 

Ⅴ 自己株式 ※５  -308 -0.7  -249 -0.5 

資本合計   29,536 64.3  32,849 64.4 

負債資本合計   45,960 100.0  50,968 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．売上高   48,115 100.0  52,329 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※４       

１．製品期首棚卸高  573   669   

２．当期製品製造原価  41,188   45,161   

計  41,761   45,830   

３．製品期末棚卸高  669 41,092 85.4 1,083 44,747 85.5 

売上総利益   7,023 14.6  7,582 14.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４       

１．運送費  1,610   1,690   

２．従業員給与  544   603   

３．従業員賞与  136   173   

４．賞与引当金繰入額  75   82   

５．退職給付引当金繰入額  120   35   

６．減価償却費  43   43   

７．技術研究費  721   872   

８．その他  1,147 4,395 9.1 1,303 4,801 9.2 

営業利益   2,629 5.5  2,781 5.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※１ 15   12   

２．受取配当金 ※１ 164   303   

３．為替差益  23   132   

４．受取地代家賃  8   8   

５．雑収入  19 229 0.5 24 478 0.9 

Ⅴ 営業外費用        

１．新株発行費  －   7   

２．雑損失  1 1 0.0 0 7 0.0 

経常利益   2,857 5.9  3,253 6.2 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※６ －   4   

２．投資有価証券売却益  395 395 0.8 1,284 1,288 2.5 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※５ 1   －   

２．固定資産除却損 ※２ 71   92   

３．投資有価証券評価損  469   －   

４．子会社支援損  32 573 1.2 － 92 0.2 

税引前当期純利益   2,679 5.6  4,448 8.5 

法人税、住民税及び事
業税 

※３ 1,411   1,784   

法人税等調整額  -416 995 2.1 -89 1,695 3.2 

当期純利益   1,685 3.5  2,753 5.3 

前期繰越利益   536   594  

中間配当額   230   248  

当期未処分利益   1,991   3,099  

        



製造原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は等級別総合原価計算によっております。 

    ※他勘定振替高は社内製作固定資産振替額であります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 当期材料費  22,034 51.6 24,696 52.8 

Ⅱ 当期労務費  7,958 18.6 8,315 17.8 

Ⅲ 当期経費  12,726 29.8 13,735 29.4 

（内、減価償却費）  (1,810)  (1,789)  

（内、外注加工費）  (8,632)  (9,504)  

当期製造総費用  42,718 100.0 46,746 100.0 

他勘定振替高 ※ 1,427  1,222  

期首仕掛品棚卸高  1,016  1,119  

合計  42,307  46,643  

期末仕掛品棚卸高  1,119  1,483  

当期製品製造原価  41,188  45,161  



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日） 
平成17年６月29日 

当事業年度 
（株主総会承認日） 
平成18年６月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,991  3,099 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

１．特別償却準備金取崩額  10 10 8 8 

合計   2,001  3,107 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  248  255  

２．役員賞与金      

(1）取締役賞与金  55  55  

(2）監査役賞与金  4  4  

３．任意積立金      

(1）別途積立金  1,100 1,406 2,000 2,314 

Ⅳ 次期繰越利益   594  794 



重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準 

及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算出) 

同左 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

製品及び仕掛品は総平均法による原価

法、原材料及び貯蔵品は移動平均法に

よる原価法によっております。 

同左 

３．固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年度の法人税法の改

正に伴い平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

建物       ７～50年 

機械及び装置   ８～14年 

工具器具及び備品 ２～15年 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産及び長期前払費用 

定額法 

無形固定資産及び長期前払費用 

同左 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

 

４．繰延資産の処理方法 ────── 新株発行費用 

 支出時に全額費用処理しており 

ます。 

５．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は為替予約の振当

処理をしたものを除き、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 

 



 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支出に備えて、賞与

支給見込額の当事業年度負担額を

計上しております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、数理計

算上の差異は、各事業年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定

額法によりそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

同左 

 (4）役員退職引当金 (4）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、振当処理を 

 行っております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

    為替予約 

 ・ヘッジ対象 

    外貨建金銭債権 

③ヘッジ方針 

 社内規定に基づき、外貨建取引に 

 伴う為替変動リスクを一定の範囲 

 内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、振当処理を 

 行っておりますので、有効性の評 

 価を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



会計処理方法の変更 

追加情報 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９．その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．外形標準課税 

当期から「法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年２月13日 企業会計基準委員会実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割55百

万円を販売費及び一般管理費に計上しております。 

 ────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

Ⅰ Ⅰ 

※１．関係会社に対する主な資産及び負債には区分掲

記されたもののほか、次のものがあります。 

※１．関係会社に対する主な資産及び負債には区分掲

記されたもののほか、次のものがあります。 

（資産の部） （資産の部） 

売掛金 853百万円

前渡金 12百万円

未収入金 196百万円

売掛金 1,252百万円

前渡金 13百万円

未収入金 248百万円

（負債の部） （負債の部） 

買掛金 388百万円 買掛金 391百万円

※２．有形固定資産のうち ※２．有形固定資産のうち 

土地 2百万円

建物 76百万円

機械及び装置 0百万円

計 78百万円

土地 2百万円

建物 71百万円

機械及び装置 0百万円

計 73百万円

は工場財団により根抵当に供しております。 は工場財団により根抵当に供しております。 

※３．退職給与引当特定資産は、日本生命保険相互会

社、三井住友海上火災保険株式会社、ソニー生

命保険株式会社へ払込んだ金額であります。 

※３．退職給与引当特定資産は、日本生命保険相互会

社へ払込んだ金額であります。 

※４．会社が発行する株式の数及び発行済株式の総数

は次の通りであります。 

※４．会社が発行する株式の数及び発行済株式の総数

は次の通りであります。 

授権株式数 普通株式 100,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 36,212,000株 

授権株式数 普通株式 144,848,000株 

発行済株式総数 普通株式 37,112,000株 

自己株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる旨定款に定めておりま

す。 

自己株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる旨定款に定めておりま

す。 

※５．自己株式 ※５．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は普通株式832,124

株であります。 

当社が保有する自己株式の数は普通株式670,096

株であります。 

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

Ⅱ 金融機関に対する保証債務は、次の通りでありま

す。 

Ⅱ 金融機関に対する保証債務は、次の通りでありま

す。 

フルトンプロダクツ工
業㈱ 

   100百万円 

サンオー インダスト
リアル デ メキシ
コ S.A.DE C.V. 

   322百万円 
(   3,000千米

ドル) 

ハイセンインコーポレ
ーテッド 

   967百万円 
(   9,000千米

ドル) 

STIサンオーインディア
LTD. 

   433百万円 
(  173,915千ル

ピー) 

㈱エス・エス・エス    500百万円 

サンオーインダストリ
ーズ（タイランド） 
CO.,LTD. 

   137百万円 
(  50,000千バー

ツ) 

P.T.サンオーインドネ
シア 

  108百万円 
(  9,450,000千

ルピア) 

広州三櫻制管有限公司 
  54百万円 

(     500千米
ドル) 

従業員  4百万円 

計  2,623百万円 

フルトンプロダクツ工
業㈱ 

     100百万円 

サンオー インダスト
リアル デ メキシ
コ S.A.DE C.V. 

      264百万円 
(   2,250千米

ドル) 

ハイセンインコーポレ
ーテッド 

    3,289百万円 
(  28,000千米ド

ル) 

STIサンオーインディア
LTD. 

      413百万円 
(  154,736千ル

ピー) 

㈱エス・エス・エス       500百万円 

サンオーインダストリ
ーズ（タイランド） 
CO.,LTD. 

      151百万円 
(  50,000千バー

ツ) 

P.T.サンオーインドネ
シア 

     85百万円 
(  6,500,000千

ルピア) 

広州三櫻制管有限公司 
    38百万円 

(     321千米
ドル) 

三櫻（無錫）汽車部件
有限公司 

    176百万円 
(     12,000

千元) 

従業員   5百万円 

計     5,022百万円 

なお、外貨建の保証債務は、決算時の為替相場で

円換算しており、その外貨額は（ ）内に記載し

ております。 

なお、外貨建の保証債務は、決算時の為替相場で

円換算しており、その外貨額は（ ）内に記載し

ております。 

Ⅲ 当座貸越契約 Ⅲ 当座貸越契約 

────── 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当期末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 当座貸越極度額 500百万円
借入実行残高 －百万円

差引額 500百万円

Ⅳ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,307百万

円であります。 

Ⅳ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,447百万

円であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．関係会社との主な取引 ※１．関係会社との主な取引 

受取利息 13百万円

受取配当金 108百万円

受取利息 12百万円

受取配当金 235百万円

※２．固定資産除却損の内訳は次の通りであります。 ※２．固定資産除却損の内訳は次の通りであります。 

機械及び装置 66百万円

建物他 4百万円

計 71百万円

機械及び装置 58百万円

建物他 34百万円

計 92百万円

※３．法人税、住民税及び事業税の内訳は次の通りで

あります。 

※３．法人税、住民税及び事業税の内訳は次の通りで

あります。 

法人税 937百万円

住民税 228百万円

事業税 246百万円

計 1,411百万円

法人税 1,195百万円

住民税 279百万円

事業税 310百万円

計 1,784百万円

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

 1,340百万円  1,600百万円

※５．固定資産売却損の内訳は次の通りであります。 

車輌及び運搬具 1百万円

計 1百万円

※５．        ────── 

※６．        ────── ※６．固定資産売却益の内訳は次の通りであります。 

土地 4百万円

計 4百万円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日  

 至 平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 97 22 76 

工具器具及び
備品 

461 353 108 

その他 51 32 19 

合計 609 406 203 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 97 32 66 

工具器具及び
備品 

216 131 84 

その他 44 17 27 

合計 357 180 177 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 69百万円

１年超 139百万円

合計 208百万円

１年内 63百万円

１年超 119百万円

合計 182百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 121百万円

減価償却費相当額 116百万円

支払利息相当額 5百万円

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 74百万円

支払利息相当額 4百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 （百万円）

未払事業税 57

賞与引当金限度超過額 203

退職給付引当金限度超過額 2,335

役員退職引当金 102

投資有価証券評価損 190

その他 121

繰延税金資産小計 3,008

繰延税金負債 （百万円）

その他有価証券評価差額金 1,565

固定資産圧縮積立金 18

特別償却準備金 10

繰延税金負債小計 1,593

繰延税金資産の純額 1,415

繰延税金資産 （百万円）

未払事業税 95

賞与引当金限度超過額 224

退職給付引当金限度超過額 2,382

役員退職引当金 87

投資有価証券評価損 190

その他 113

繰延税金資産小計 3,091

繰延税金負債 （百万円）

その他有価証券評価差額金 1,661

固定資産圧縮積立金 18

特別償却準備金 4

繰延税金負債小計 1,683

繰延税金資産の純額 1,408

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

 （％）

法定実効税率 40.43

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
-1.98

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.17

試験研究費税額控除 -3.57

その他 1.07

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.12

 （％）

法定実効税率 40.43

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
-1.43

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.69

試験研究費税額控除 -2.31

その他 0.72

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.11



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円 銭） 833 15 899 79 

１株当たり当期純利益（円 銭） 46 04 74 14 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円 銭） 

45 98 73 91 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,685 2,753 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 59 59 

（うち利益処分による役員賞与金） (59) (59) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,626 2,694 

期中平均株式数（千株） 35,308 36,339 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） － － 

普通株式増加数（千株） 53 113 

（うち転換社債） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社は、平成17年４月19日開催の取締役会において、平成

16年６月25日開催の第96期定時株主総会決議に基づき、平

成17年４月27日を発行日として新株予約権を発行いたしま

した。その内容は、第４［提出会社の状況］１［株式等の

状況］(2)［新株予約権等の状況］③平成16年６月25日定

時株主総会決議及び(7)［ストックオプション制度の内

容］③(平成16年６月25日定時株主総会決議)に記載のとお

りであります。 

────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増減額のうち主なものは次の通りであります。 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券 
その他有

価証券 

本田技研工業㈱ 435,000 3,171 

㈱常陽銀行 999,164 829 

トヨタ自動車㈱ 83,457 537 

 ㈱タチエス 152,000 209 

三洋電機㈱ 539,870 174 

富士重工業㈱ 177,697 123 

マニファクトュラ モデルナ デ メタレス

Ｓ．Ａ． 
3,000 85 

日新製鋼㈱ 159,000 65 

住友信託銀行㈱ 44,695 61 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 287 52 

その他13銘柄 224,026 191 

計 2,818,196 5,497 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 6,456 120 － 6,575 4,311 176 2,265 

構築物 538 3 － 541 438 12 103 

機械及び装置 22,406 2,194 871 23,729 16,854 1,315 6,875 

車輌及び運搬具 188 11 11 188 158 12 30 

工具器具及び備品 3,307 517 146 3,679 2,970 316 708 

土地 2,058 19 3 2,075 － － 2,075 

建設仮勘定 956 3,127 3,182 901 － － 901 

計 35,909 5,992 4,213 37,688 24,731 1,832 12,956 

無形固定資産        

ソフトウェア 85 － 83 2 2 0 1 

その他無形固定資産 1 － － 1 1 0 1 

計 86 － 83 3 3 0 2 

長期前払費用 0 － － 0 0 0 0 

繰延資産 － － － － － － － 

増加額        

機械及び装置 自動車部品製造設備 1,792百万円  造管設備 224百万円

工具器具及び備品 自動車部品製造用治具 424百万円  造管設備 28百万円

建設仮勘定 自動車部品製造設備 2,578百万円  造管設備 179百万円

減少額        

機械及び装置 自動車部品製造設備 550百万円  造管設備 214百万円



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額は、第三者割当によるものであります。 

２．期末日現在における自己株式数は、670,096株であります。 

３．当期増加額は、第三者割当によるものであります。 

４．当期増加額は、自己株式の処分によるものであります。 

５．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

６．当期増加額は、前期決算の利益処分に伴う積立によるものであります。 

【引当金明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円）（注）１ 3,041 440 － 3,481 

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）２ （株） (36,212,000) (900,000) － (37,112,000) 

普通株式 （百万円） 3,041 440 － 3,481 

計 （株） (36,212,000) (900,000) － (37,112,000) 

計 （百万円） 3,041 440 － 3,481 

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

(資本準備金)      

株式払込剰余金 

（注）３ 
（百万円） 2,530 439 － 2,969 

(その他資本剰余金)       

自己株式処分差益 

(注)４ 
（百万円） 13 36 － 49 

計 （百万円） 2,543 475 － 3,018 

利益準備金及
び任意積立金 

利益準備金 （百万円） 760 － － 760 

任意積立金      

品質保証積立金 （百万円） 100 － － 100 

固定資産圧縮積立金 （百万円） 26 － － 26 

特別償却準備金(注)５ （百万円） 25 － 10 15 

別途積立金（注）６ （百万円） 19,051 1,100 － 20,151 

計 （百万円） 19,962 1,100 10 21,052 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

賞与引当金 502 553 502 － 553 

役員退職引当金 252 29 64 － 216 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１ 現金及び預金 

２ 受取手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 2 

預金  

当座預金 3,254 

普通預金 512 

別段預金 9 

定期預金 331 

合計 4,108 

相手先 金額（百万円） 

横浜ゴム（株） 181 

(株）ミクニ 159 

(株）十川ゴム 59 

坂本工業（株） 58 

三協（株） 31 

その他 142 

計 630 

平成18年４月 
（百万円） 

18年５月 
（百万円） 

18年６月 
（百万円） 

18年７月 
（百万円） 

18年８月 
（百万円） 

計（百万円） 

176 160 168 113 13 630 



３ 売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）回収及び滞留状況 

２．当期発生高(B)には消費税等2,534百万円が含まれております。 

４ 製品 

５ 原材料 

相手先 金額（百万円） 

本田技研工業（株） 1,683 

スズキ（株） 763 

富士重工業（株） 703 

日産自動車（株） 565 

トヨタ自動車（株） 564 

マツダ（株） 558 

その他 6,826 

計 11,663 

前期末残高(A)
（百万円） 

当期発生高(B) 
（百万円） 

当期回収高(C) 
（百万円） 

当期末残高(D) 
（百万円） 

回収率 
（％） 

Ｃ 
──── 
Ａ＋Ｂ 

滞留日数（日） 

10,604 54,863 53,804 11,663 82.2 73.1 

 （注）１．滞留日数＝ 
（Ａ＋Ｄ）×１／２ 

×30日 
Ｂ×１／12 

区分 金額（百万円） 

スチールチューブ 149 

自動車部品 201 

ブレージング部品 334 

樹脂部品 342 

バックル 49 

その他 8 

計 1,083 

区分 金額（百万円） 

スチールチューブ材 24 

自動車部品材 167 

その他 0 

計 191 



６ 仕掛品 

７ 貯蔵品 

② 固定資産 

１ 関係会社株式 

区分 金額（百万円） 

スチールチューブ 65 

自動車部品 401 

ブレージング部品 554 

樹脂部品 77 

バックル 92 

仕掛販売設備  269 

その他 24 

計 1,483 

区分 金額（百万円） 

油脂塗料類 11 

シリンダー類 8 

設備部品他 67 

計 86 

相手先 金額（百万円） 

ハイセン インコーポレーテッド 3,105 

サンオー インダストリアル デ メキシコＳ.Ａ.ＤＥ Ｃ.Ｖ. 2,165 

三櫻（無錫）汽車部件有限公司 1,042 

Ｐ.Ｔ.サンオーインドネシア 578 

フルトンプロダクツ工業（株） 551 

ＳＴＩサンオーインディアリミテッド 502 

その他 2,247 

計 10,191 



③ 流動負債 

１ 支払手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

２ 買掛金 

３ 設備関係支払手形 

(a）相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

(株）メタルワン 214 

(株）タマル工業 144 

羽鳥産業（株） 106 

東亜電気工業（株） 94 

臼井工業（株） 70 

その他 421 

計 1,050 

平成18年４月 
（百万円） 

18年５月 
（百万円） 

18年６月 
（百万円） 

18年７月 
（百万円） 

計（百万円） 

348 294 293 114 1,050 

相手先 金額（百万円） 

神鋼商事（株） 751 

光工業（株） 596 

(株）ヤマデン 454 

清水特殊鋼（株） 370 

フルトンプロダクツ工業（株） 326 

その他 4,807 

計 7,305 

相手先 金額（百万円） 

大豊建設（株） 217 

滝産業（株） 79 

関東冶金工業（株） 61 

(株）キーエンス 49 

(株）サンコー・インダストリアル・オートメーション 43 

(株）山本水圧工業所 28 

ムツミ産業（株） 23 

(株）オキナヤ 20 

その他 152 

計 672 



(b）期日別内訳 

４ 退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

平成18年４月 
（百万円） 

18年５月 
（百万円） 

18年６月 
（百万円） 

18年７月 
（百万円） 

計（百万円） 

164 216 204 88 672 

内訳 金額（百万円） 

(1）退職給付債務 -14,969 

(2）年金資産 7,979 

(3）未積立退職給付債務 （1）＋（2） -6,990 

(4）未認識数理計算上の差異 2,302 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額） -1,205 

(6）退職給付引当金 （3）＋（4）＋（5） -5,893 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券および100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をす

ることができない場合は、東京都内において発行する日本経済新聞に掲

載して行う 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第97期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

２ 半期報告書 

 （第98期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

３ 有価証券届出書（新株予約権証券）及びその添付書類 

 平成17年４月19日関東財務局長に提出 

４ 有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年４月27日関東財務局長に提出 

 平成17年４月19日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

５ 有価証券届出書（株式）及びその添付書類 

 平成18年２月７日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月29日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 智明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

 監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三櫻

工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月28日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 智明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

 監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三櫻

工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月29日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 智明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第97期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

 監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三櫻工業

株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月28日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 智明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第98期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

 監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三櫻工業

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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